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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．第74期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 16,307 20,828 15,015 39,896 44,738 

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
△99 △81 △611 846 325 

中間（当期）純損失（△）又は当期

純利益（百万円） 
△409 △232 △661 △450 463 

純資産額（百万円） 1,504 1,333 1,266 1,498 2,027 

総資産額（百万円） 29,437 27,484 24,036 33,205 28,214 

１株当たり純資産額（円） 45.88 40.66 38.57 45.70 61.84 

１株当たり中間（当期）純損失(△)

又は当期純利益（円） 
△12.49 △7.09 △20.18 △13.73 14.14 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 5.1 4.9 5.3 4.5 7.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
1,237 △24 △2,019 2,151 297 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△7 △33 61 366 164 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△3,001 △2,124 △269 △2,470 △614 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
2,844 2,482 2,283 4,664 4,511 

従業員数（人） 459 471 448 457 459 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．第74期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高(百万円) 16,193 20,595 14,900 39,282 43,867 

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
△92 △88 △588 810 302 

中間（当期）純損失(△)又は当期純

利益（百万円） 
△264 △238 △640 △345 443 

資本金(百万円) 1,640 1,640 1,640 1,640 1,640 

発行済株式総数(千株) 32,800 32,800 32,800 32,800 32,800 

純資産額(百万円) 1,495 1,277 1,216 1,449 1,958 

総資産額(百万円) 29,209 27,040 23,723 32,704 27,690 

１株当たり純資産額(円) 45.61 38.97 37.11 44.20 59.73 

１株当たり中間（当期）純損失(△)

又は当期純利益(円) 
△8.07 △7.29 △19.52 △10.54 13.52 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益(円) 
－ － － － － 

１株当たり配当額(円) － － － － － 

自己資本比率（％） 5.1 4.7 5.1 4.4 7.1 

従業員数（人） 444 456 431 443 443 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、施設管理事業に進出した。 

 これは、公共施設等の維持管理及び運営の今後の事業展開が見込まれること及び当社グループの建設事業により蓄

積された維持管理のノウハウによる対応が可能であることから判断したものである。この結果、平成18年９月30日現

在では、当社グループは、建設事業、不動産事業、砕石事業、施設管理事業の４事業部門に関係する事業を営むこと

となった。 

 なお、重要な関係会社の異動はない。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていない。 

  （平成18年９月30日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 388   

不動産事業 1   

砕石事業 22   

その他の事業 2   

全社（共通） 35   

合計 448   

  （平成18年９月30日現在）

従業員数（人） 431 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用者所得がともに改善され緩やかに拡大している状

況で推移した。また、建設業界においては、民間建設投資は非住宅部門で増加傾向にあったが、政府建設投資では

依然として減少が続き、厳しい状況で推移した。 

 このような状況下、営業部門においては、ブロック営業体制の拡大、提案・提携型営業の積極的展開、リフォー

ム・リニューアル事業のネットワークの構築による営業拡充を図ったが、連結工事受注高は152億1千3百万円と前

年同期に比較して31.0%の減少となった。この工種別内訳は、土木工事26.6%、建築工事73.4%、また発注者別内訳

は、官公庁工事28.4%、民間工事71.6%の割合となっている。 

 一方、完成工事高は145億2百万円と前年同期に比較して29.1%の減少となり、これに兼業事業売上高5億1千3百万

円を加えた連結売上高は150億1千5百万円で、前年同期に比較して27.9%の減少となった。 

 利益面については、施工部門での原価管理における利益確定型システムの本格運用や購買・外注費での適正価格

化の推進や、一般管理費の更なる削減及び有利子負債の削減に努めたが、完成工事高の減少に加えて官公庁工事に

おける価格競争激化による落札率の低下や、建設共同企業体のサブ工事における工事採算の悪化等が響いたため、

連結経常損失は6億1千1百万円となった。これに特別利益として貸倒引当金戻入益を、また、特別損失として前期

損益修正損等を計上した結果、連結中間純損失は6億6千1百万円となった。 

① 事業の種類別セグメント 

（建設事業）  建設事業においては、上記状況の中、受注高15,213百万円（前年同期比31.0％減少）売上高

14,502百万円（前年同期比29.1％減少）、営業損失294百万円（前年同期は営業利益241百万

円）となった。 

（不動産事業） 不動産事業においては、売上はなく、営業損失は12百万円（前年同期は営業損失24百万円）

となった。 

（砕石事業）  砕石事業においては、売上高481百万円（前年同期比32.9％増加）、営業損失0百万円（前年

同期は営業利益86百万円）となった。 

（その他の事業）施設管理事業においては、売上高32百万円、営業損失2百万円となった。 

（注）従来、「その他の事業」として表示していた砕石事業については、金額的重要性の増加に伴い、当連結

会計年度より「砕石事業」として区分表示している。 

また、前年同期比較にあたっては前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失が638百万円（前年同期の税金等調整前中間純

損失は202百万円）であり、売上債権の減少、未成工事受入金の増加等の増加要因があったものの、仕入債務の減

少、未成工事支出金の増加等により△2,019百万円（前年同期は△24百万円）となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フロ－は、その他投資の売却による収入40百万円等があったものの、有形固定資産

取得による支出10百万円等があり61百万円（前年同期は△33百万円）となった。 

 財務活動によるキャッシュ・フロ－は、前連結会計年度より繰り越した現金及び現金同等物を有利子負債の削減

に269百万円充当（前年同期は2,124百万円充当）した。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より2,228百万円減少

し、2,283百万円（前年同期比8.0％減少）となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では建設事業以外は受注生産を行っていない。 

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載

していない。 

３．セグメント間の取引については相殺消去している。 

４．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

前中間連結会計期間 

当中間連結会計期間 

５．従来、「その他の事業」として表示していた砕石事業については、金額的重要性の増加に伴い、当連結会計

年度より「砕石事業」として区分表示している。 

また、前年同期比較にあたっては前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

 なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

建設事業（百万円） 22,054 15,213 （ 31.0％減） 

不動産事業（百万円） － －（  －   ） 

砕石事業（百万円） － －（  －   ） 

その他の事業（百万円） － －（  －   ） 

合計（百万円） 22,054 15,213 （ 31.0％減） 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

建設事業（百万円） 20,465 14,502 （ 29.1％減） 

不動産事業（百万円） 0 －（  －   ） 

砕石事業（百万円） 362 481 （ 32.9％増） 

その他の事業（百万円） － 32 （  －   ） 

合計（百万円） 20,828 15,015 （ 27.9％減） 

  阪急電鉄㈱  2,626百万円  12.6% 

  該当無し       

工事別 
期首繰越
工事高 
（百万円） 

期中受注
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円）

期中完成
工事高 
（百万円）

期末繰越工事高 
期中施工高
（百万円）手持工事高

（百万円）
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

土木工事 20,677 6,844 27,521 8,078 19,443 4.4 871 7,856 

建築工事 21,765 14,795 36,561 12,083 24,477 4.8 1,191 12,692 

計 42,442 21,640 64,083 20,161 43,921 4.7 2,062 20,549 



当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその

増減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２．期末繰越工事高の施工高は未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３．期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。 

② 受注工事高及び完成工事高について 

 当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間についてみ

ても次のように変動している。 

工事別 
期首繰越
工事高 
（百万円） 

期中受注
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円）

期中完成
工事高 
（百万円）

期末繰越工事高 
期中施工高
（百万円）手持工事高

（百万円）
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

土木工事 15,136 3,890 19,027 6,368 12,659 8.8 1,120 6,789 

建築工事 22,682 11,165 33,848 8,018 25,829 1.8 479 8,165 

計 37,819 15,056 52,875 14,386 38,488 4.1 1,599 14,954 

工事別 
期首繰越
工事高 
（百万円） 

期中受注
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円）

期中完成
工事高 
（百万円）

期末繰越工事高 
期中施工高
（百万円）手持工事高

（百万円）
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

土木工事 20,677 12,354 33,031 17,895 15,136 4.6 698 17,501 

建築工事 21,765 25,207 46,972 24,290 22,682 1.5 332 24,041 

計 42,442 37,561 80,004 42,185 37,819 2.7 1,031 41,542 

期別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期 
（百万円） 
（Ａ） 

上半期 
（百万円） 
（Ｂ） 

（Ｂ）／（Ａ）
（％） 

１年通期 
（百万円） 
（Ｃ） 

上半期 
（百万円） 
（Ｄ） 

（Ｄ）／（Ｃ）
（％） 

第71期 38,540 13,613 35.3 43,216 16,708 38.7 

第72期 35,501 15,276 43.0 38,451 15,848 41.2 

第73期 37,561 21,640 57.6 42,185 20,161 47.8 

第74期 － 15,056 － － 14,386 － 



③ 完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前中間会計期間 請負金額９億円以上の主なもの 

当中間会計期間 請負金額６億円以上の主なもの 

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

前中間会計期間 

当中間会計期間 

④ 手持工事高（平成18年９月30日現在） 

 （注） 手持工事のうち請負金額11億円以上の主なものは、次のとおりである。 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

土木工事 4,914 3,163 8,078 

建築工事 1,037 11,046 12,083 

計 5,951 14,209 20,161 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

土木工事 4,220 2,147 6,368 

建築工事 856 7,161 8,018 

計 5,077 9,309 14,386 

首都高速道路公団 ＯＥ２８工区（２）トンネル工事 

兵庫県 芸術文化センター（仮称）建築工事 

国土交通省 五條道路西釜窪高架橋下部他工事・五條道路五條ＩＣ改良工事 

㈱ニトリ （仮称）ニトリ大阪りんくうタウン店新築工事 

日本道路公団 第二東名高速道路 東黒田工事 

独立行政法人 鉄道建設・ 

運輸施設整備支援機構 

北陸（上糸）、高峰Ｔ（西）外他１ 

  

国土交通省 志戸坂峠道路毛谷改良工事 

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路須津東工事 

㈱ランド （仮称）ランドシティ京王多摩川新築工事 

㈱竹中工務店 （仮称）東宝南街会館新築工事 

  阪急電鉄㈱  2,626百万円  13.0% 

  該当無し      

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

土木工事 8,178 4,480 12,659 

建築工事 2,973 22,856 25,829 

計 11,152 27,336 38,488 

社会福祉法人善光会 （仮称）東糀谷複合福祉施設整備新築工事 平成19年３月完成予定 

中山手地区市街地再開発組合 中山手地区第一種市街地再開発事業に伴う             

施設建築物新築工事           平成20年７月完成予定 

西日本高速道路㈱ 阪和自動車道  芳養トンネル工事     平成19年４月完成予定 

日本綜合地所㈱ （仮称）グランシティ葉山南新築工事   平成19年10月完成予定  

プレステ㈱ （仮称）プレステ鶴見緑地新築工事    平成19年３月完成予定 



３【対処すべき課題】 

 日本経済は、企業収益の大幅な改善や設備投資の過剰感の減退を背景に拡大基調にあり、ようやく個人消費も雇用

情勢の改善等を反映して緩やかに増加している。建設業界においては、民間設備投資は景気回復を反映して回復基調

にあるものの、なおその継続性は不透明であり、一方、公共投資はその継続的縮小傾向に加えて、独占禁止法が年初

に改正されたことによる更なる価格競争の激化、更にはオーバーゼネコンを背景とした低価格での入札の横行により

未だかつてない厳しい経営環境を向かえている。 

  

１．経営環境激変に伴う構造的変革施策 

 当社においても今年度は上半期に官公庁工事において過度の価格競争となり、不採算工事の受注を回避するため、

期中に民間建築工事中心へとシフトを行った。その影響により上半期の新規受注が減少し、下半期に民間建築受注が

集中する形となり、且つ、阪急阪神東宝グループからの受注も下半期に集中する予定であるため、通期受注高は417

億円（前期末比６億４千１百万円の増加）を見込んでいる。 

  しかしながら通期業績見通しについては、下半期での受注増の影響が売上高・利益に寄与する割合が小さく、今年

度の当社の売上高は400億円（前期末比38億６千７百万円の減収）、経常利益は特殊要因として前年度よりの繰越工

事におけるＪＶサブ案件等数件の大幅赤字化が発生したことで▲５億３千万円（前期末比８億３千２百万円の減益）

の赤字転落となる予想である。 

 上記のような状況の中、建設事業における大幅な経営環境の変化に対処するため、構造的変革施策を実施し、来期

以降の安定した黒字化に取り組むために、「経営環境激変に伴う構造的変革施策」を平成18年11月17日開催の取締役

会において決議した。 

「経営環境激変に伴う構造的変革施策」の概要は次の通りである。 

(1)事業エリアの集中 

 本年度中に当社の事業拠点を大阪本店、東京本店に集約し、将来性・採算性の無い支店・営業所は第1次閉鎖予

定（2006年12月末迄）、第2次閉鎖予定（2007年3月末迄）として統廃合し、その他の大都市圏は案件毎に対応する

形とする。 

(2)事業本部制の導入 

 当社は、2007年１月より建築事業、土木事業、リフォーム事業、砕石事業の４つの事業の意志決定の迅速化と責

任の所在の明確化及び採算性を明確化するするため、事業本部制への本格移行を行う。 

 また、売上高300億円体制での選別受注を実施し、売上総利益率６％を目指すため、2007年２月中にプロジェク

トチームで利益率向上への具体的施策について取りまとめ、即日、本格展開を行う。 

 建築事業、土木事業それぞれの目標とする利益率は下表の通りである。 

 なお、リフォーム事業及び砕石事業については更なる利益率向上に向け、別途積極的展開を図る。 

(3)阪急阪神東宝グループ他との連携強化 

 ①阪急阪神東宝グループの建設会社として、グループドミナント・エリアである大阪圏、東京圏でグループにおけ

る建設事業の全体最適を考えた競争優位性を構築すべく連携強化を図る。 

 ②当社が技術力・コスト力を発揮できるフィールド（特に住宅や福祉、商業等）での受注スキームに不可欠な異業

種企業との提携を進める。 

 上記の施策に加え、コンプライアンスの徹底、内部統制の強化による更なる経営状況の可視化、有利子負債の更

なる削減による金利負担の軽減等をもって構造的変革を推進する。 

  

２．継続的実施事項 

 当社は、コスト競争力を高め更なる収益力の強化に努め、受注目標の確実な達成を目指すべく、以下の活動もひき

続き推進している。 

(1)公共投資縮小が続く建設市場にあっては価格競争が激しくなり、受注工事の利益率も低下傾向にある中で、良質

な仕事を行うことでいかに顧客満足度を高め、再度の受注につなげて行けるかが喫緊の課題であると認識し実践

する。 

(2)建築事業における非住宅分野及びリフォーム事業へのシフトを図り、不採算工事は受注を避ける。 

(3)本社管理部門と現場とが一体になり工期短縮、現場管理の効率化等を徹底する。 

(4)ISO9001及び14001システムの運用により継続的発展を図り、常に最良の品質のモノの提供に努めると同時に、環

境保全活動にも力を注ぐ。 

(5)砕石事業においては、新JIS認証取得をバネに、砕砂製造ラインの強化を通して販促を図り新たな受注拡大に繋げ

る。 

  売上高 総利益率 

建築事業  １８０億円  ４．５％ 

土木事業  １２０億円  ６．５％ 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 研究開発活動は特段行われていない。 

 「第２．事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の主要な設備に重要な異動はない。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

   当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 120,000,000 

計 120,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,800,000 32,800,000 
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 32,800,000 32,800,000 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金
残高（百万
円） 

平成18年４月１日～

平成18年９月30日 
－ 32,800,000 － 1,640 － － 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

阪急電鉄㈱ 大阪市北区芝田１丁目16番１号 12,535 38.21 

㈲フォーレ 大阪市中央区道修町４丁目５番17号 2,445 7.45 

大阪証券金融㈱ （業務口） 大阪市中央区北浜２丁目４番６号  1,728 5.26 

今井 修 大阪市東住吉区 1,704 5.19 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  1,631 4.97 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,290 3.93 

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,190 3.62 

富士火災海上保険㈱ 大阪市中央区南船場１丁目18番11号 1,123 3.42 

森組取引先持株会 大阪市中央区道修町４丁目５番17号 1,064 3.24 

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 750 2.28 

計 － 25,460 77.62 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株（議決権の 

数18個）含まれている。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   14,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,655,000 32,655 － 

単元未満株式 普通株式    131,000 － － 

発行済株式総数 32,800,000 － － 

総株主の議決権 － 32,655 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

 株式会社 森組 

大阪市中央区道修町

４丁目５番17号 
14,000 － 14,000 0.04 

計 － 14,000 － 14,000 0.04 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 413 333 378 350 340 333 

最低（円） 290 288 309 310 314 319 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金     2,482 2,283   4,511 

受取手形・完成工
事未収入金等 

※４   14,702 12,896   14,882 

未成工事支出金等     2,323 1,821   1,283 

たな卸不動産 ※２   2,459 1,953   1,953 

その他     709 688   964 

 貸倒引当金     △80 △40   △41 

流動資産合計     22,596 82.2 19,602 81.6   23,553 83.5

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建物・構築物 ※1.2 937   914 925   

土地 ※２ 1,645   1,588 1,588   

その他 ※１ 408 2,991 331 2,833 355 2,869 

無形固定資産     24 35   36 

投資その他の資産           

長期営業外未収入
金 

  6,712   6,345 6,350   

その他 ※２ 2,172   1,595 1,782   

 貸倒引当金   △7,012 1,871 △6,376 1,563 △6,379 1,754 

固定資産合計     4,887 17.8 4,433 18.4   4,660 16.5

資産合計     27,484 100 24,036 100   28,214 100 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形・工事未
払金等 

※４   12,322 8,778   12,324 

短期借入金 ※２   8,793 8,665   8,694 

未成工事受入金等     2,230 1,132   980 

引当金     114 122   130 

その他     867 817   587 

流動負債合計     24,328 88.5 19,516 81.2   22,717 80.5

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※２   992 2,362   2,602 

繰延税金負債     14 0   13 

退職給付引当金     812 890   848 

固定負債合計     1,819 6.6 3,252 13.5   3,463 12.3

負債合計     26,147 95.1 22,769 94.7   26,181 92.8

（少数株主持分）           

少数株主持分     3 0.0 － －   4 0.0

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,640 6.0 － －   1,640 5.8

Ⅱ 資本剰余金     202 0.7 － －   202 0.7

Ⅲ 利益剰余金     △528 △1.9 － －   167 0.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    20 0.1 － －   19 0.1

Ⅴ 自己株式     △1 △0.0 － －   △1 △0.0

資本合計     1,333 4.9 － －   2,027 7.2

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    27,484 100 － －   28,214 100 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

  資本金    － －  1,640 6.8  － － 

  資本剰余金    － －  202 0.9  － － 

  利益剰余金    － －  △494 △2.1  － － 

  自己株式    － －  △1 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  1,346 5.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

  その他有価証券評
価差額金 

   － －  △82 △0.3  － － 

  繰延ヘッジ損益    － －  0 0.0  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  △81 △0.3  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  2 0.0  － － 

純資産合計    － －  1,266 5.3  － － 

負債純資産合計    － －  24,036 100  － － 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

完成工事高   20,465   14,502 43,150   

不動産事業売上高   0   － 578   

その他の事業売上
高 

  362 20,828 100 513 15,015 100 1,009 44,738 100 

            

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価   19,551   14,191 41,090   

不動産事業売上原
価 

  0   － 517   

その他の事業売上
原価 

  341 19,893 95.5 471 14,663 97.7 811 42,419 94.8

            

売上総利益           

完成工事総利益   913   310 2,060   

不動産事業総利益   0   － 60   

その他の事業総利
益 

  21 935 4.5 42 352 2.3 197 2,318 5.2

            

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   935 4.5 915 6.1   1,829 4.1

営業利益     － － － －   489 1.1

営業損失     0 0.0 563 3.8   － －

            

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   5   3 9   

受取配当金   4   5 5   

地代家賃収入   4   14 9   

保険配当金   6   3 7   

持分法による投資
利益 

  3   11 6   

雑収入   10 34 0.2 7 45 0.3 24 63 0.1

            

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   115   94 225   

雑支出   0 115 0.6 0 94 0.6 1 227 0.5

経常利益     － － － －   325 0.7

経常損失     81 0.4 611 4.1   － －

            

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

貸倒引当金戻入益   －   3 186   

投資有価証券売却
益 

  －   － 198   

固定資産売却益 ※２ － － － － 3 0.0 13 399 0.8

            

Ⅶ 特別損失           

前期損益修正損   49   29 109   

貸倒引当金繰入額   55   － 22   

固定資産売却損 ※３ －   － 4   

その他特別損失 ※４ 15 120 0.6 0 30 0.2 60 198 0.4

税金等調整前中間
純損失 

    202 1.0 638 4.3   － －

税金等調整前当期
純利益 

    － － － －   525 1.1

法人税、住民税及
び事業税 

  30   25 61   

法人税等調整額   － 30 0.1 － 25 0.1 － 61 0.1

少数株主利益（減
算） 

    － － － －   1 0.0

少数株主損失（加
算） 

    0 0.0 2 0.0   － －

中間純損失     232 1.1 661 4.4   － －

当期純利益     － － － －   463 1.0

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     202 202

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

    202 202

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △296 △296

Ⅱ 利益剰余金増加高     

当期純利益   － － 463 463

Ⅲ 利益剰余金減少高     

中間純損失   232 232 － －

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

    △528 167

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,640 202 167 △1 2,008 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失（百万円）     △661   △661 

自己株式の取得（百万円）       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △661 △0 △661 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,640 202 △494 △1 1,346 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
19 － 19 4 2,032 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失（百万円）         △661 

自己株式の取得（百万円）         △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

△101 0 △101 △2 △104 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△101 0 △101 △2 △765 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
△82 0 △81 2 1,266 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前当期純
利益または税金等調
整前中間純損失
（△） 

  △202 △638 525

減価償却費   28 48 75

固定資産売却損   － － 4

貸倒引当金の増加・
減少（△）額 

  53 △4 △611

退職給付引当金の増
加額 

  40 42 76

投資有価証券売却益   － － △198

受取利息及び受取配
当金 

  △10 △9 △15

支払利息   115 94 225

売上債権の減少額   636 1,985 457

長期営業外未収入金
の減少額 

  1 6 362

たな卸不動産の減
少・増加（△）額 

  △6 － 500

未成工事支出金の減
少・増加（△）額 

  500 △208 1,314

未成工事受入金の増
加・減少（△）額 

  623 164 △638

仕入債務の減少額   △1,545 △3,544 △1,545

その他   △113 178 7

小計   121 △1,884 539

利息及び配当金の受
取額 

  12 10 17

利息の支払額   △98 △90 △199

法人税等の支払額   △59 △55 △61

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △24 △2,019 297

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

投資有価証券の取得
による支出 

  △26 △1 △352

投資有価証券の満期
償還による収入 

  25 － 25

投資有価証券の売却
による収入 

  － － 556

有形固定資産売却に
よる収入 

  － 0 66

有形固定資産取得に
よる支出 

  △83 △10 △216

その他投資の売却に
よる収入 

  1 40 －

長期貸付による支出   △2 △2 △6

その他   52 35 92

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △33 61 164

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

長期借入による収入   － 250 2,200

長期借入金の返済に
よる支出 

  △711 △443 △1,206

短期借入金純減少額   △1,413 △76 △1,606

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △0 △0

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,124 △269 △614

Ⅳ 現金及び現金同等物の
減少額 

  △2,181 △2,228 △152

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  4,664 4,511 4,664

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 2,482 2,283 4,511

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社（２社）を連結

している。 

総合スポーツ施設㈱ 

大拓林業㈱ 

同左 同左 

        

２．持分法の適用に関する事

項 

 すべての関連会社（１社）に対

する投資について持分法を適用し

ている。 

㈱科学情報システムズ 

同左 同左 

        

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結財務諸表提出会社と同一で

ある。 

同左  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致している。 

        

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの：中間決算末

日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定してい

る） 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの：中間決算末

日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定して

いる） 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの：決算期末日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定してい

る） 

  時価のないもの：移動平均法

による原価法 

時価のないもの：同左 時価のないもの：同左 

  ロ．デリバティブ 

時価法 

ロ．デリバティブ 

同左 

ロ．デリバティブ 

同左 

  ハ．たな卸資産 

① 未成工事支出金 

個別法による原価法 

ハ．たな卸資産 

同左 

ハ．たな卸資産 

同左 

  ② たな卸不動産 

個別法による原価法 

    

    
(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

建物 

定額法 

イ．有形固定資産 

同左 

イ．有形固定資産 

同左 

  建物以外の有形固定資産 

定率法 

    

  ロ．無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用している。 

ロ．無形固定資産 

同左 

ロ．無形固定資産 

同左 

    
 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

イ．貸倒引当金 

同左 

イ．貸倒引当金 

同左 

  ロ．完成工事補償引当金 

 完成工事に対して予想される

無償の補修費用の発生に備える

ため、実績繰入率に将来の補償

見込額を加味して計上してい

る。 

ロ．完成工事補償引当金 

同左 

ロ．完成工事補償引当金 

同左 

  ハ．賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上している。 

ハ．賞与引当金 

同左 

ハ．賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上している。 

  ニ．固定資産売却損失引当金 

 平成17年３月28日開催の臨時

取締役会における財務構造の改

善を目的とする不採算・不稼働

固定資産の早期処分の決議に伴

い、今後発生が見込まれる売却

損失に備えるため、損失見込額

を計上している。なお、当中間

連結会計期間において固定資産

の減損に係る会計基準を適用

し、固定資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額したことによ

り、売却損失の発生が見込まれ

なくなったため、全額を取り崩

している。 

ニ．固定資産売却損失引当金 

────── 

ニ．固定資産売却損失引当金 

 平成17年３月28日開催の臨時

取締役会における財務構造の改

善を目的とする不採算・不稼働

固定資産の早期処分の決議に伴

い、今後発生が見込まれる売却

損失に備えるため、損失見込額

を計上している。なお、当連結

会計年度において固定資産の減

損に係る会計基準を適用し、固

定資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額したことにより、売

却損失の発生が見込まれなくな

ったため、全額を取り崩してい

る。 

  ホ．退職給付引当金 

 従業員の退職金支給に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,772百万円）については、

15年による按分額を費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間の年数

（15年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理するこ

ととしている。 

ホ．退職給付引当金 

 従業員の退職金支給に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,772百万円）については、

15年による按分額を費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間の年数に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしてい

る。 

ホ．退職給付引当金 

 従業員の退職金支給に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,772百万円）については、15

年による按分額を費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間の年数に

よる定額法によりそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしている。 

        

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

        

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

イ．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によってい

る。 

イ．ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によってい

る。ただし、金利スワップの特

例処理の適用条件を満たす金利

スワップについては特例処理を

採用している。 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利キャップ 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利キャップ、金利スワップ 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ハ．ヘッジ方針 

 当社の社内規定に基づき、金

利変動リスクをヘッジしてい

る。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより、

有効性を評価している。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより、

有効性を評価している。ただ

し、特例処理によっている金利

スワップについては有効性の評

価を省略している。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより、

有効性を評価している。 

       
(6）その他中間連結（連

結）財務諸表作成のた

めの重要な事項 

イ．長期請負工事の収益計上基準 

 完成工事高の計上は工事完成

基準によっている。ただし、当

社は長期・大型工事（請負金額

１億円以上、工期１年超）につ

いては、工事進行基準を採用し

ている。 

イ．長期請負工事の収益計上基準 

同左 

イ．長期請負工事の収益計上基準 

同左 

  ロ．工事進行基準により計上した

金額 

ロ．工事進行基準により計上した

金額 

ロ．工事進行基準により計上した

金額 

  完成工事高   12,466百万円 完成工事高   12,310百万円 完成工事高  25,078百万円

  ハ．たな卸不動産の取得原価に算

入した支払利息 

 当中間連結会計期間は取得原

価に算入すべき支払利息はな

い。 

ハ．たな卸不動産の取得原価に算

入した支払利息 

同左 

ハ．たな卸不動産の取得原価に算

入した支払利息 

 当連結会計年度は取得原価に

算入すべき支払利息はない。 

   当中間連結会計期間末残高に

含まれている支払利息の額 

   260百万円 

 当中間連結会計期間末残高に

含まれている支払利息の額 

      116百万円 

 当連結会計年度期末残高に含

まれている支払利息の額 

      260百万円 

  ニ．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当

する額の会計処理は、税抜方式

によっている。 

ニ．消費税等の会計処理 

同左 

ニ．消費税等の会計処理 

同左 

        

５．中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっている。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっている。 

        



会計処理の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。 

  これにより税金等調整前中間純損

失が2,566百万円増加することにな

るが、前連結会計年度に計上した固

定資産売却損失引当金を戻入れした

ため、これらを相殺しており、損益

に与える影響は軽微である。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

している。 

  

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。 

  これにより税金等調整前当期純利

益が2,566百万円減少することにな

るが、前連結会計年度に計上した固

定資産売却損失引当金を戻入れした

ため、これらを相殺しており、損益

に与える影響は軽微である。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

いる。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月9

日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,264百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。 

────── 

      



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

     2,050百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

          1,982百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

          1,938百万円 

      

※２．下記の資産は、短期借入金5,282百万

円の担保に供している。 

※２．下記の資産は、長期借入金750百万円

（１年以内返済予定の長期借入金を含

む）及び短期借入金5,566百万円の担保

に供している。 

※２．下記の資産は、長期借入金800百万円

（１年以内返済予定の長期借入金を含

む）及び短期借入金5,800百万円の担保

に供している。 

たな卸不動産    714百万円

建物・構築物      913 

土地      1,618 

投資有価証券 403 

合計 3,649 

たな卸不動産       714百万円

建物・構築物  890 

土地           1,405 

投資有価証券  140 

合計      3,151 

たな卸不動産       714百万円

建物・構築物 902 

土地          1,405 

投資有価証券 195 

合計         3,217 

      

 ３．保証債務 

手付金等委託保証契約 

㈱ランド   76百万円

㈱第一プロパレス  17 

合計  94 

 ３．保証債務 

手付金等委託保証契約 

㈱ランド     153百万円

㈱第一プロパレス  26 

新日本住建㈱  24 

合計  204 

 ３．保証債務 

手付金等委託保証契約 

㈱ランド     113百万円

㈱第一プロパレス 17 

合計 131 

      

※４．     ───── 

  

※４．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理している。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれている。 

受取手形     64百万円

支払手形  4 

※４．     ───── 

  

      



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．このうち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 

※１．このうち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 

※１．このうち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 

給与    423百万円

賞与引当金繰入額  21 

給与       431百万円

賞与引当金繰入額 18 

給与       876百万円

賞与引当金繰入額  19 

      

※２．     ───── ※２．     ───── ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

ある。 

  機械・運搬具・工具器

具・備品 

     13百万円

      

※３．     ───── ※３．     ───── ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

  土地    4百万円

      

※４．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

環境対策費   12百万円

訴訟費用・和解金   2 

※４．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

訴訟和解金     0百万円

    

※４．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

環境対策費      12百万円

投資有価証券評価損   10 

訴訟費用・和解金  7 

      

 ５．当中間連結会計期間において、以下の

資産について減損損失処理を行ってい

る。 

 減損損失を認識した事業用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしている。 

 平成17年３月28日開催の臨時取締役会

における財務構造の改善を目的とする不

採算・不稼働固定資産の早期処分の決議

に伴い、当資産または資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額した結

果、減損損失は2,566百万円となった。一

方、当資産グループには前連結会計年度

において固定資産売却損失引当金を計上

していたため、これを取り崩し、相殺し

ている。 

 また、減損損失の内訳は、事業用資産

1,100百万円（土地1,100百万円、建物0百

万円）、遊休資産（土地）1,466百万円と

なっている。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は、主として鑑定評価額を基に算定した

正味売却価額により算定している。 

用途 種類 場所 件数 

事業用資

産 

土地及び

建物  

兵庫県

他  
２件  

遊休資産 土地 
兵庫県

他  
４件  

 ５．     ─────  ５．当連結会計年度において、以下の資産

について減損損失処理を行っている。 

 減損損失を認識した事業用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしている。 

 平成17年３月28日開催の臨時取締役会

における財務構造の改善を目的とする不

採算・不稼働固定資産の早期処分の決議

に伴い、当資産または資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額した結

果、減損損失は2,566百万円となった。一

方、当資産グループには前連結会計年度

において固定資産売却損失引当金を計上

していたため、これを取り崩し、相殺し

ている。 

 また、減損損失の内訳は、事業用資産

1,100百万円（土地1,100百万円、建物0百

万円）、遊休資産（土地）1,466百万円と

なっている。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は、主として鑑定評価額を基に算定した

正味売却価額により算定している。 

用途 種類 場所 件数 

事業用資

産 

土地及び

建物  

兵庫県

他  
２件  

遊休資産 土地 
兵庫県

他  
４件  

      

 ６．当社グループの売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ下半期に完

成する工事の割合が大きいため、連結会

計年度の上半期の売上高と下半期の売上

高との間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動がある。 

 ６．      同左  ６．     ───── 

      



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 32,800 － － 32,800 

合計 32,800 － － 32,800 

自己株式     

普通株式（注） 14 0 － 14 

合計 14 0 － 14 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金預金勘定     2,482百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 2,482 

現金預金勘定     2,283百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 2,283 

現金預金勘定     4,511百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 4,511 

      



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

      

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

その他有形
固定資産 
（機械・運
搬具、工具
器具備品） 

131 99 32 

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

76 66 10 

合計 208 165 42 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

その他有形
固定資産 
（機械・運
搬具、工具
器具備品） 

41 20 20

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

4 2 1

合計 46 23 22

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

その他有形
固定資産 
（機械・運
搬具、工具
器具備品）

140 108 32

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

80 77 2

合計 221 186 35

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

      

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額

等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内   28百万円

１年超 14 

合計 42 

１年内     7百万円

１年超 14 

合計 22 

１年内   17百万円

１年超 18 

合計 35 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

      

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料   16百万円

減価償却費相当額 16 

支払リース料     6百万円

減価償却費相当額 6 

支払リース料     33百万円

減価償却費相当額 33 

      

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年９月30日） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成17年９月30日） 

(1）子会社及び関連会社株式 

(2）その他有価証券 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零（残価保証の取り決め

がある場合は残価保証額）とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

２．オペレーティングリース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティングリース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティングリース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

１年内  45 百万円

１年超 66 

合計 112 

１年内  45 百万円

１年超 20 

合計 66 

１年内 45 百万円

１年超 43 

合計 89 

      

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はない。 

 （減損損失について） 

同左 

  （減損損失について） 

同左 

      

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 472 507 35 

（2）債券       

国債・地方債等 34 34 0 

合計 507 542 35 

関連会社株式 76百万円 

非上場株式 235百万円 



当中間連結会計期間末 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年９月30日） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成18年９月30日） 

(1）子会社及び関連会社株式 

(2）その他有価証券 

前連結会計年度末 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

(1）子会社及び関連会社株式 

(2）その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、記載は省略している。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、記載は省略している。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、記載は省略している。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 451 369 △81 

（2）債券       

国債 24 24 △0 

合計 476 394 △82 

関連会社株式 88百万円 

非上場株式 224百万円 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

（1）株式 450 483 33 

（2）債券       

国債・地方債等 24 23 △0 

合計 475 507 32 

関連会社株式 78百万円 

非上場株式 224百万円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業………土木・建築その他建設工事全般に関する事業。 

不動産事業……不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介。 

その他の事業…砕石、砕砂の製造販売他。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は304百万円である。 

その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用である。 

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 20,465 0 362 20,828 － 20,828 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 80 80 (80) － 

計 20,465 0 443 20,909 (80) 20,828 

営業費用 20,224 24 356 20,604 223 20,828 

営業利益又は営業損失(△) 241 △24 86 304 (304) △0 



当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業………土木・建築その他建設工事全般に関する事業。 

不動産事業……不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介。 

砕石事業………砕石、砕砂の製造販売他。 

その他の事業…公共施設等の維持管理及び運営。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は253百万円である。 

その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用である。 

（表示方法の変更） 

従来、「その他の事業」として表示していた砕石事業については、金額的重要性の増加に伴い、前連結会計

年度より「砕石事業」として区分表示している。 

当中間連結会計期間における「その他の事業」とは、当中間連結会計期間より進出した施設管理事業であ

る。 

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業
（百万円）

砕石事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 14,502 － 481 32 15,015 － 15,015 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 7 － 7 (7) － 

計 14,502 － 489 32 15,023 (7) 15,015 

営業費用 14,796 12 489 34 15,332 246 15,579 

営業損失 △294 △12 △0 △2 △309 (253) △563 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業………土木・建築その他建設工事全般に関する事業。 

不動産事業……不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介。 

砕石事業………砕石、砕砂の製造販売他。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は547百万円である。 

その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用である。 

（表示方法の変更） 

従来、「その他の事業」として表示していた砕石事業については、金額的重要性の増加に伴い、当連結会計

年度より「砕石事業」として区分表示している。 

なお、前連結会計年度と同様の区分によった場合「その他の事業」の売上高及び営業損益並びに資産、減価

償却費、減損損失及び資本的支出の額はいずれもゼロとなるため、区分表示していない。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦以外の国及び地域に存在する連結子会社及び海外支店がないため該当事項はない。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国及び地域に存在する連結子会社及び海外支店がないため該当事項はない。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦以外の国及び地域に存在する連結子会社及び海外支店がないため該当事項はない。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高はないため、該当事項はない。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 海外売上高はないため、該当事項はない。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高はないため、該当事項はない。 

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

砕石事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 43,150 578 1,009 44,738 － 44,738 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 113 113 (113) － 

計 43,150 578 1,122 44,851 (113) 44,738 

営業費用 42,403 568 842 43,815 433 44,249 

営業利益 746 10 279 1,036 (547) 489 



（１株当たり情報） 

 （注）算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

２．１株当たり中間純損失金額又は当期純利益金額 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    40.66円

１株当たり中間純損失   7.09円

１株当たり純資産額    38.57円

１株当たり中間純損失 20.18円

１株当たり純資産額    61.84円

１株当たり当期純利益    14.14円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載していない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

 前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）  － 1,266  － 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
 － 2  － 

（うち少数株主持分） （－） （2） （－） 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円） 
 － 1,264  － 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（千株） 

－ 32,785  － 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間純損失（△）又は当期純利益

（百万円） 
△232 △661 463 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純損失（△）又

は当期純利益（百万円） 
△232 △661 463 

期中平均株式数（千株） 32,786 32,785 32,786 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── 経営環境激変に伴う構造的変革施策

について 

 当社は、建設事業における大幅な

経営環境の変化に対処するため、構

造的変革施策を実施し、来期以降の

安定した黒字化に取り組むことを平

成18年11月17日開催の取締役会にお

いて「対処すべき課題」に記載のと

おり決議した。 

１．計画の主な内容 

 ① 事業エリアの集中 

 ② 事業本部制の導入  

 ③ 阪急阪神東宝グループ企業他 

   との連携強化 

２．計画の実施時期 

  「対処すべき課題」に記載のと 

  おり、平成19年３月期中に順次 

  実施予定。 

  

  ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金   2,267   2,170 4,369   

受取手形 ※６ 1,730   2,123 846   

完成工事未収入金   12,717   10,483 13,501   

売掛金   142   208 217   

未成工事支出金   1,963   1,491 963   

販売用不動産   59   59 59   

不動産事業支出金 ※2.3 2,372   1,866 1,866   

たな卸資産   311   291 320   

短期貸付金   32   33 31   

その他 ※５ 670   650 933   

  貸倒引当金   △80   △40 △40   

流動資産合計     22,189 82.1 19,339 81.5   23,070 83.3

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建物 ※1.3 937   914 925   

土地 ※３ 1,642   1,585 1,585   

その他 ※１ 408 2,988 331 2,831 355 2,867 

無形固定資産     23 34   35 

投資その他の資産           

投資有価証券 ※３ 827   668 781   

長期営業外未収入
金 

  6,917   6,550 6,555   

その他   1,290   858 940   

  貸倒引当金   △7,194 1,839 △6,558 1,518 △6,561 1,717 

固定資産合計     4,851 17.9 4,384 18.5   4,620 16.7

資産合計     27,040 100 23,723 100   27,690 100 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※６ 4,753   3,276 4,212   

工事砕石未払金   7,325   5,352 7,733   

短期借入金 ※３ 8,720   8,579 8,637   

未払法人税等   46   47 70   

未成工事受入金   2,167   1,116 964   

引当金   114   122 130   

その他   816   765 523   

流動負債合計     23,944 88.6 19,260 81.2   22,272 80.4

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※３ 992   2,362 2,602   

繰延税金負債   14   0 13   

退職給付引当金   811   884 844   

固定負債合計     1,818 6.7 3,247 13.7   3,460 12.5

負債合計     25,763 95.3 22,507 94.9   25,732 92.9

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,640 6.1 － －   1,640 5.9

Ⅱ 資本剰余金           

その他資本剰余金           

資本金減少差益    202   － 202   

資本剰余金合計     202 0.7 － －   202 0.7

Ⅲ 利益剰余金           

中間未処理損失   584   － －   

      当期未処分利益   －   － 97   

利益剰余金合計     △584 △2.2 － －   97 0.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    20 0.1 － －   19 0.1

Ⅴ 自己株式     △1 △0.0 － －   △1 △0.0

資本合計     1,277 4.7 － －   1,958 7.1

負債資本合計     27,040 100 － －   27,690 100 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

  資本金    － －  1,640 6.9  － － 

  資本剰余金                  

     その他資本剰余 
 金 

  －     202     －     

   資本剰余金合計     － －  202 0.9  － － 

  利益剰余金                  

     その他利益剰余 
 金 

                    

繰越利益剰余金   －     △542     －     

   利益剰余金合計     － －  △542 △2.3  － － 

  自己株式    － －  △1 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  1,298 5.5  － － 

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 評価・換算差額等                  

  その他有価証券評
価差額金 

   － －  △82 △0.4  － － 

  繰延ヘッジ損益    － －  0 0.0  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  △81 △0.4  － － 

純資産合計    － －  1,216 5.1  － － 

負債純資産合計    － －  23,723 100  － － 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

完成工事高   20,161   14,386 42,185   

砕石事業売上高   433   481 1,107   

不動産事業売上高   0     －   574     

その他事業売上高   － 20,595 100 32 14,900 100 － 43,867 100 

            

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価   19,298   14,092 40,239   

砕石事業売上原価   408   436 906   

不動産事業売上原
価 

  0   － 512   

その他事業売上原
価  

  － 19,706 95.7 34 14,563 97.7 － 41,658 95.0

売上総利益           

完成工事総利益   863   294 1,945   

砕石事業総利益   25   44 201   

不動産事業総利益   0   － 62   

その他事業総損失   － 888 4.3 2 336 2.3 － 2,209 5.0

            

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    886 4.3 862 5.8   1,731 3.9

営業利益     2 0.0 － －   478 1.1

営業損失      － － 526 3.5   － －

            

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   5   3 9   

受取配当金   6   7 7   

その他   12 25 0.1 21 32 0.2 34 51 0.1

            

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   114   93 224   

その他   0 115 0.5 0 94 0.6 2 226 0.5

経常利益     － － － －   302 0.7

経常損失     88 0.4 588 3.9   － －

            

Ⅵ 特別利益           

貸倒引当金戻入益   －   3 186   

投資有価証券売却
益 

  －   － 198   

固定資産売却益   － － － － 3 0.0 13 398 0.9

            

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

前期損益修正損   49   29 109   

貸倒引当金繰入額   55   － 22   

固定資産売却損 ※３ －   － 4   

その他特別損失 ※４ 15 120 0.6 0 30 0.2 60 198 0.5

税引前中間純損失     208 1.0 615 4.1   － －

税引前当期純利益     － － － －   503 1.1

法人税、住民税及
び事業税 

    30 0.2 25 0.2   60 0.1

中間純損失      238 1.2 640 4.3   － －

当期純利益     － － － －   443 1.0

前期繰越損失     345 －   345 

中間未処理損失     584 －   － 

当期未処分利益      － －   97 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
その他資本剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,640 202 97 △1 1,938 

中間会計期間中の変動額      

中間純損失（百万円）     △640   △640 

自己株式の取得（百万円）       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会計期間
中の変動額（純額） 
（百万円） 

        － 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △640 △0 △640 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

1,640 202 △542 △1 1,298 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等

合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

19 － 19 1,958 

中間会計期間中の変動額     

中間純損失（百万円）       △640 

自己株式の取得（百万円）       △0 

株主資本以外の項目の中間会計期間
中の変動額（純額） 
（百万円） 

△101 0 △101 △101 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△101 0 △101 △741 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

△82 0 △81 1,216 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定している。） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定している。） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

している。） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

  たな卸資産 

① 製品、仕掛品及び材料貯蔵品 

 総平均法による原価法 

たな卸資産 

① 製品、仕掛品及び材料貯蔵品 

同左 

たな卸資産 

① 製品、仕掛品及び材料貯蔵品 

同左 

  ② 販売用不動産、不動産事業支

出金及び未成工事支出金 

 個別法による原価法 

② 販売用不動産、不動産事業支

出金及び未成工事支出金 

同左 

② 販売用不動産、不動産事業支

出金及び未成工事支出金 

同左 

        

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 建物は定額法、その他の有形固

定資産は定率法によっている。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用ソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定

額法。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

        

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に対し予想される無償

の補修費用の発生に備えるため、

実績繰入率に将来の補償見込額を

加味して計上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上している。 

  

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当期負担額を計

上している。 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  固定資産売却損失引当金 

 平成17年３月28日開催の臨時取

締役会における財務構造の改善を

目的とする不採算・不稼働固定資

産の早期処分の決議に伴い、今後

発生が見込まれる売却損失に備え

るため、損失見込額を計上してい

る。なお、当中間会計期間におい

て固定資産の減損に係る会計基準

を適用し、固定資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額したことに

より、売却損失の発生が見込まれ

なくなったため、全額を取り崩し

ている。 

固定資産売却損失引当金 

───── 

固定資産売却損失引当金 

 平成17年３月28日開催の臨時取

締役会における財務構造の改善を

目的とする不採算・不稼働固定資

産の早期処分の決議に伴い、今後

発生が見込まれる売却損失に備え

るため、損失見込額を計上してい 

る。なお、当事業年度において固

定資産の減損に係る会計基準を適

用し、固定資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額したことによ

り、売却損失の発生が見込まれな

くなったため、全額を取り崩して

いる。 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,643百万円）については、15

年による按分額を費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間の年数（15年）によ

る定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上している。 

  なお、会計基準変更時差異

（1,643百万円）については、15

年による按分額を費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,643百万円）は、15年による均

等額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間の年数による定額法

によりそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしてい

る。 

        

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

        

５．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。ただし、金利スワップの特

例処理の適用条件を満たす金利

スワップについては特例処理を

採用している。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ 

  

ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ、 

金利スワップ  

ヘッジ対象…同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  

ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 当社の社内規定に基づき、金

利変動リスクをヘッジしてい

る。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより、

有効性を評価している。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより、

有効性を評価している。ただ

し、特例処理によっている金利

スワップについては有効性の評

価を省略している。  

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより、

有効性を評価している。 

        

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っている。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

  完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は工事完成基

準によっている。 

 ただし、長期・大型工事（請負

金額１億円以上、工期１年超）に

ついては、工事進行基準を採用し

ている。 

完成工事高の計上基準 

同左 

完成工事高の計上基準 

同左 

  工事進行基準により計上した金額 工事進行基準により計上した金額 工事進行基準により計上した金額 

  完成工事高   12,466百万円

  

完成工事高   12,310百万円 完成工事高   25,078百万円



会計処理の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。 

  これにより税引前中間純損失が

2,566百万円増加することになる

が、前事業年度に計上した固定資産

売却損失引当金を戻入れしたため、

これらを相殺しており、損益に与え

る影響は軽微である。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

  

 ────── 

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用している。 

  従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,216百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用している。 

  これにより税引前当期純利益が

2,566百万円減少することになる

が、前事業年度に計上した固定資産

売却損失引当金を戻入れしたため、

これらを相殺しており、損益に与え

る影響は軽微である。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

る。 

  

 ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

2,048百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

1,980百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

1,936百万円である。 

      

※２．不動産事業支出金の取得原価に算入し

た支払利息の額 

※２．不動産事業支出金の取得原価に算入し

た支払利息の額 

※２．不動産事業支出金の取得原価に算入し

た支払利息の額 

累計額 260百万円 累計額 116百万円 累計額 260百万円

 当中間期は取得原価に算入すべき支払

利息はない。 

 当中間期は取得原価に算入すべき支払

利息はない。 

 当期は取得原価に算入すべき支払利息

はない。 

      

※３．このうち担保に供している資産及び担

保付借入金は次のとおりである。 

(1）借入金に対する担保差入資産 

※３．このうち担保に供している資産及び担

保付借入金は次のとおりである。 

(1）借入金に対する担保差入資産 

※３．このうち担保に供している資産及び担

保付借入金は次のとおりである。 

(1）借入金に対する担保差入資産 

不動産事業支出金 714百万円

建物 913 

土地 1,618 

投資有価証券 403 

計 3,649 

不動産事業支出金 714百万円

建物 890 

土地 1,405 

投資有価証券 140 

計 3,151 

不動産事業支出金 714百万円

建物 902 

土地 1,405 

投資有価証券 195 

計 3,217 

      

(2）担保付借入金 (2）担保付借入金 (2）担保付借入金 

短期借入金 5,282百万円

長期借入金（１年以

内返済予定の長期借

入金を含む） 

－ 

計 5,282 

短期借入金 5,566百万円

長期借入金（１年以

内返済予定の長期借

入金を含む） 

750 

計 6,316 

短期借入金 5,800百万円

長期借入金（１年以

内返済予定の長期借

入金を含む） 

800 

計 6,600 

      

 ４．偶発債務 

手付金等委託保証契約 

 ４．偶発債務 

手付金等委託保証契約 

 ４．偶発債務 

手付金等委託保証契約 

㈱ランド 76百万円

㈱第一プロパレス 17 

合計 94 

㈱ランド 153百万円

㈱第一プロパレス 26 

新日本住建㈱ 24 

合計 204 

㈱ランド 113百万円

㈱第一プロパレス 17 

合計 131 

      

※５．仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含めて

表示している。 

※５．仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含めて

表示している。 

※５．    ───── 

  

※６．    ───── 

  
※６．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理して

いる。なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に含まれて

いる。  

  

※６．    ───── 

 受取手形 55百万円

支払手形 4 

  

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 

有形固定資産 27百万円

無形固定資産 0 

有形固定資産 46百万円

無形固定資産 1 

有形固定資産 74百万円

無形固定資産 1 

      

      

 ２．当社の完成工事高は、通常の営業形態

として、上半期に比べ下半期に完成する

工事の割合が大きいため、事業年度の上

半期の完成工事高と下半期の完成工事高

との間に著しい相違があり上半期と下半

期の業績に季節的変動がある。 

 当中間会計期間末に至る一年間の完成

工事高は次のとおりである。 

 ２．当社の完成工事高は、通常の営業形態

として、上半期に比べ下半期に完成する

工事の割合が大きいため、事業年度の上

半期の完成工事高と下半期の完成工事高

との間に著しい相違があり上半期と下半

期の業績に季節的変動がある。 

 当中間会計期間末に至る一年間の完成

工事高は次のとおりである。 

 ２．    ───── 

前事業年度下半期 22,602百万円

当中間会計期間 20,161 

合計 42,764 

前事業年度下半期 22,024百万円

当中間会計期間 14,386 

合計 36,410 

  

      

※３．    ───── ※３．    ───── ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

  土地 4百万円

      

※４．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

※４．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

※４．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

環境対策費 12百万円

訴訟費用・和解金 2 

訴訟和解金 0百万円 固定資産除却損 29百万円

環境対策費 12 

投資有価証券評価損 10 

訴訟費用・和解金 7 

      

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ５．当中間会計期間において、以下の資産

について減損損失処理を行っている。 

 減損損失を認識した事業用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしている。 

 平成17年３月28日開催の臨時取締役会

における財務構造の改善を目的とする不

採算・不稼働固定資産の早期処分の決議

に伴い、当資産または資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額した結

果、減損損失は2,566百万円となった。一

方、当資産グループには前事業年度にお

いて固定資産売却損失引当金を計上して

いたため、これを取り崩し、相殺してい

る。 

 また、減損損失の内訳は、事業用資産

1,100百万円（土地1,100百万円、建物0百

万円）、遊休資産（土地）1,466百万円と

なっている。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は、主として鑑定評価額を基に算定した

正味売却価額により算定している。 

用途 種類 場所 件数 

事業用資

産 

土地及び

建物  

兵庫県

他  
２件  

遊休資産 土地 
兵庫県

他  
４件  

 ５．    ─────  ５．当事業年度において、以下の資産につ

いて減損損失処理を行っている。 

 減損損失を認識した事業用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしている。 

 平成17年３月28日開催の臨時取締役会

における財務構造の改善を目的とする不

採算・不稼働固定資産の早期処分の決議

に伴い、当資産または資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額した結

果、減損損失は2,566百万円となった。一

方、当資産グループには前事業年度にお

いて固定資産売却損失引当金を計上して

いたため、これを取り崩し、相殺してい

る。 

 また、減損損失の内訳は、事業用資産

1,100百万円（土地1,100百万円、建物0百

万円）、遊休資産（土地）1,466百万円と

なっている。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は、主として鑑定評価額を基に算定した

正味売却価額により算定している。 

用途 種類 場所 件数 

事業用資

産 

土地及び

建物  

兵庫県

他  
２件  

遊休資産 土地 
兵庫県

他  
４件  

      



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。  

 
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

普通株式（注） 14 0 － 14 

合計 14 0 － 14 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

      

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置 115 89 26 

工具器具・
備品 

15 9 6 

ソフトウェ
ア 

76 66 10 

合計 208 165 42 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 20 10 9

工具器具・
備品 

21 10 11

ソフトウェ
ア 

4 2 1

合計 46 23 22

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 115 96 19

工具器具・
備品  

25 11 13

ソフトウェ
ア 

80 77 2

合計 221 186 35

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

      

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相 

 当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相 

 当額 

② 未経過リース料期末残高相当額

等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内   28百万円

１年超 14 

合計 42 

１年内     7百万円

１年超 14 

合計 22 

１年内     17百万円

１年超 18 

合計 35 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

      

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料   16百万円

減価償却費相当額 16 

支払リース料     6百万円

減価償却費相当額 6 

支払リース料     33百万円

減価償却費相当額 33 

      

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

（１株当たり情報） 

 （注）算定上の基礎  

    １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零（残価保証の取り決め

がある場合は残価保証額）とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

１年内   45百万円

１年超 66 

合計 112 

１年内     45百万円

１年超 20 

合計 66 

１年内     45百万円

１年超 43 

合計 89 

      

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はない。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 

      

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 38.97円

１株当たり中間純損失 7.29円

１株当たり純資産額    37.11円

１株当たり中間純損失   19.52円

１株当たり純資産額    59.73円

１株当たり当期純利益    13.52円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

いない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  
  

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）  －  1,216  － 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
 －  －  － 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円） 
 － 1,216  － 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（千株） 

－ 32,785  － 



    ２．１株当たり中間純損失金額又は当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間純損失（△）又は当期純利益

（百万円） 
△238 △640 443 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純損失（△）又

は当期純利益（百万円） 
△238 △640 443 

期中平均株式数（千株） 32,786 32,785 32,786 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 経営環境激変に伴う構造的変革施策

について  

 当社は、建設事業における大幅な

経営環境の変化に対処するため、構

造的変革施策を実施し、来期以降の

安定した黒字化に取り組むことを平

成18年11月17日開催の取締役会にお

いて「対処すべき課題」に記載のと

おり決議した。 

１．計画の主な内容 

 ①  事業エリアの集中 

 ② 事業本部制の導入 

 ③ 阪急阪神東宝グループ企業他 

   との連携強化 

２．計画の実施時期 

  「対処すべき課題」に記載のと 

  おり、平成19年３月期中に順次

  実施予定。 

────── 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第73期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月21日

株式会社 森 組   

取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下 幸一  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田 芳則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社森組の平成17年４月1日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社森組及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 追記情報 

  会計処理の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間

連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年12月20日

株式会社 森 組   

取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下 幸一  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田 芳則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社森組の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社森組及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に経営環境激変に伴う構造変革施策を平成18年11月17日開催の取締役会で決議した旨が記載されてい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月21日

株式会社 森 組   

取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下 幸一  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田 芳則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社森組の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第73期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社森組の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

  会計処理の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間

財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年12月20日

株式会社 森 組   

取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下 幸一  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田 芳則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社森組の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第74期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社森組の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日から平成

18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に経営環境激変に伴う構造変革施策を平成18年11月17日開催の取締役会で決議した旨が記載されてい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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